
内藤新会長を選任 
～日本船主協会 第 72回通常総会の概要～ 

 
 日本船主協会は第 72 回通常総会を 2019 年 6 月 28 日(金)13 時より、海運クラブにお

いて開催しました。当日は、来賓の水嶋海事局長よりご挨拶をいただいた後、武藤会長

が議長となり、以下の議案を原案のとおり承認しました。 
 
第1号議案 2018年度事業報告および決算 
第2号議案 2019年度事業計画および収支予算 
第3号議案 役員の選任 

 
役員の改選期となる今回の通常総会では、以下の会長・副会長を選任しました。 

 
2019 年度事業計画の概要および内藤会長の挨拶については、次頁以降をご覧くださ

い。 
 

会 長 日 本 郵 船 取締役会長 内 藤 忠 顕(新) 

副会長 商 船 三 井 代表取締役社長 池 田  潤 一 郎(元) 

 〃 川 崎 汽 船 代表取締役社長 明 珍 幸 一(新) 

 〃 Ｊ Ｘ オ ー シ ャ ン 代表取締役社長 廣 瀬 隆 史 

 〃 栗 林 商 船 代表取締役社長 栗 林 宏 (新) 

 〃 国 際 船 員 労 務 協 会 会長 赤 峯 浩 一 

 〃 日 本 船 主 協 会 常勤副会長 中 島   孝(新) 

水嶋海事局長より来賓のご挨拶 挨拶に立つ内藤会長 



日本船主協会 2019 年度事業計画の概要 
 

2019 年 6 月 28 日 
第 72 回通常総会 

 
 当協会は、わが国海運企業が 「安定的な海上輸送サービスの提供を通じて国民生活や産業活動を
支え、ひいては世界経済の健全な発展に資する」という使命を継続できるよう国内外の関係機関と
連携し、2019 年度においては以下を主要課題として取り組む。 
 
1. 海運の重要性に関する認知度向上のための活動 

 海運の重要性への理解を、子供たちを中心に一般の方々に広げていく広報活動を引き続き
展開する。特に 2020 年度より新学習指導要領に基づく教科書となる小学校において、海
運の役割について適切な指導が行われるよう環境整備に努める。 

 
2. 地球環境保全対策および理解醸成活動 

 IMO において採択された 「GHG 削減戦略」により定められた削減目標の達成に向けた方策が、合
理的かつ現実的な内容となるよう、わが国政府や ICS と密接に連携して対応する。 

 SOx に関する燃料油硫黄分濃度 0.5%規制について、船舶の安全かつ円滑な運航、公平な競争
条件の確保といった観点から適切に対応する。 

 バラスト水管理条約が円滑に実施されるよう情報収集等に努め、地域規制により船舶運航者が
不利益を被ることのないよう対応する。 

 環境保全は最重要課題のひとつであるとの認識に立ち、海運業界の環境保全への取組について
広報活動を行い、社会的な認知度を高めるよう努力する。 

 
3. 海運税制 

 船舶の圧縮記帳制度および国際船舶に係る登録免許税の特例措置が維持されるよう、海事局等
と連携して対応するとともに、あらゆる機会を通じて関係方面にその必要性を訴えていく。 

 
4. ソマリア沖・アデン湾等諸海域における海賊問題 

 ソマリア沖 ・アデン湾等諸海域を安全に航行できるよう、政府に対し自衛隊による護衛活動
の維持 ・継続を求めるとともに、IMO 等に対し、各国が協調した海賊対策を実施するよう求
めていく。 

 
5. マラッカ・シンガポール海峡航行安全対策 

 マラッカ・シンガポール海峡の一層の航行安全が図られるよう支援を継続するとともに、
2019 年よりスタートする次期 5 カ年計画について公平かつ持続可能な国際協力体制が構築
されるよう対応する。 

 
6. 人材確保 

 優秀な日本人船員 （海技者）確保のため、教育機関等と連携し広報活動を行う。また、日本人
船員の位置づけなど、わが国外航海運産業を支える船員のあるべき姿について議論していく。 

 外国人船員承認制度の円滑な運用に努める。また、日本籍船に関わる諸手続き等の更なる合理化
を目指す。 

 
7. 水先問題 

 より安全で安定的 ・継続的な水先制度実現に向け、「水先人の人材確保 ・育成等に関する検討会」
において意見反映に努める。 

 
 加えて、 「スエズ・パナマ運河」、「内航海運に係る問題」、「シップリサイクル」等の課題についても
積極的に取り組んでいく。 

以上 
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日本船主協会 第 72 回通常総会 内藤会長挨拶 
 
 

2019 年 6 月 28 日 
 
この度、皆様のご推挙により、会長職を務めることになりました内藤でござい

ます。皆様のご支援ご協力のもと、大任を果たして参る所存ですので、宜しくお

願い申し上げます。 
 
武藤前会長におかれましては、2 年間の在任期間中にわが国海事産業の重要性

の認知度向上、海運税制の拡充・延長、そして海賊対処活動の継続等、数々の重

要課題に大きな成果を残されました。いずれの課題も国会や政府をはじめ、関係

の皆様、ひいては国民の皆様のご理解・ご支援が不可欠であるところ、力強いリ

ーダーシップを発揮され、このような大きな成果まで導かれました。武藤前会長

のご尽力に対し心より敬意を表しまして、感謝申し上げます。 
 
さて、当協会としてやらねばならないことは、先程、決議された「2019 年度

事業計画」の案件を着実に実行することですが、その中でも重要な課題とその背

景をいくつかここで申し述べます。 
 
第一に、外航海運は世界の単一市場の中で常に激しい国際競争に晒されてい

ます。このため、わが国外航海運の国際競争力の維持・強化のための、国際競争

条件均衡化への取り組みが極めて重要であります。  
こうした見地からまず申し上げますと、「外航船舶の買換特例（圧縮記帳）」お

よび「国際船舶に係る登録免許税の特例措置」は今年度末に期限切れとなります

が、両税制とも国際比較の観点で言えば最低限必要なものと断言出来るかと思

います。2020 年度税制改正でこれら特例措置が必ず維持されるよう、国土交通

省と連携し、全力をあげて対処して参ります。 
また、トン数標準税制は、4 年後の 2023 年 3 月末に期限を迎えますが、今の

うちから次フェーズを見据えた検討を開始する必要があります。日本のトン数

標準税制は、諸外国の制度と比較するとまだ大きく見劣りしており、これを早く

グローバルスタンダードの制度へと改正し、外航海運企業にとって使い勝手の

良いものに変えていかなければなりません。海事振興連盟の国会議員の先生方、

並びに国土交通省に、この点を継続的に粘り強く訴えて参りたいと考えていま

す。 
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二番目に、環境問題です。地球環境の保全は、日本船主協会にとりましても最

重要課題の一つです。海運業界は、IMO において採択された、温室効果ガス

（GHG）削減戦略や硫黄酸化物（SOX）規制、バラスト水管理条約といったル

ールの順守はもとより、地球・海洋環境・生物多様性の保全に積極的に取り組ん

でおります。こうした取り組みの継続には、海運企業を取り巻く関連業界、はた

また社会全体に広く海運の現状を知って頂くことが肝要であり、日本船主協会

がその中心的役割を担い、海運業界の環境保全への取組みについて社会的な認

知度を高めるよう、継続して努力して参ります。 
 
次の課題は人材の確保・育成です。外航海運を例に取り上げますと、船のサイ

ズはコンテナ船を中心に超大型化し、操船の難度も増しております。安全基準に

ついても、最近増加の著しい LNG 船やタンカーといった船種を中心に大変厳し

くなっています。当然、これまで以上に、船員の質の向上が担保される必要があ

りますが、それを支える核となるのはやはり日本人船員です。少数精鋭ながら日

本人船員の高い安全意識と技術が根底にあり、それが外国人船員の意識向上に

も波及し、全体のレベルを確保しているというのが日本の外航海運の現状であ

り、競争力の源泉となっています。また内航海運においては、船員不足は非常に

深刻であり、優秀な船員の確保・育成が急務です。 
こうした点に関連し、国土交通省は昨年から、「船員養成の改革に関する検討

会」を立ち上げ、日本人船員養成の問題について、官労使に学識経験者も交えて

検討しておりますが、当協会においても、これらの問題を真摯に検討すべく、こ

のたび 7 月 1 日付にて「海事人材部」を新設致します。わが国の外航・内航海

運産業を支える日本人船員・海技者のあるべき姿について、関係諸団体と共にし

っかり議論していきたいと思います。 
 
次に、海賊問題です。ソマリア沖・アデン湾海域における海賊問題は、海事振

興連盟、国土交通省はじめ関係省庁の絶大なる御支援の下、多くの関連国と同様

に、自衛隊員の派遣が維持され、海賊活動は一時よりは低調に推移しております。

しかし、引き続き潜在的脅威であることに変わりありません。また、ますます混

迷を深める中東情勢に鑑みますと、護衛活動の重要性はむしろ増しているとも

考えられ、この活動継続は極めて重要と認識しています。これに関連し、6 月 13
日、日本船主協会の会員会社である国華産業株式会社が運航するケミカルタン

カー“KOKUKA COURAGEOUS”（2010 年竣工パナマ籍船、27,000DWT）が、

サウジアラビアからシンガポールに向けメタノールを積載して航行中、イラン

沖約 40km のオマーン湾において攻撃されるという、誠に衝撃的な事件が発生

しました。斯かる事態を日本船主協会としても大変深刻に受け止めており、船舶
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の安全運航と船員の安全を守る為、国土交通省はじめ関係省庁とも緊密に連携

して対処して参る所存です。 
 
また、このほかにも課題を挙げればきりがありませんが、前述の船員不足が喫

緊の課題である内航海運に係る諸問題、近い将来において人材不足が懸念され

る水先問題、環境に配慮したシップリサイクル等の課題についても積極的に取

り組んで参りたいと存じます。 
 

そして、こうした様々な課題を解決していくためには、国民の皆様のご理解、

即ち、わが国海運産業の重要性についての認知度向上が欠かせません。海洋国家

である日本の存立基盤ともいえる海運の重要性への理解を、子供たちを中心に

一般の方々に広げていく広報活動を、引き続き展開して参ります。 
 
最後に、日本の海事クラスターについて、簡単にひと言触れておきたいと思い

ます。これからの時代は、従来の延長線でものごとを考えるだけでは限界があり、

皆がそれぞれに生き残る道を、改めて真剣に考えねばならない時期に差し掛か

っていると、強く感じています。果たして、我々日本人の特性、強みは何である

のか、そしてそれを海運業界や海事クラスターという土俵でどう生かしていく

のか、そういった大局的な視点を心掛けていきたいと思います。今後の海運業界

を俯瞰したときに、やはりこれからの時代に環境問題は避けて通ることは出来

ず、その意味において、「デジタライゼーション」や「グリーン」がキーワード

になってくるのではないかと考えています。 
わが国の海運の更なる成長・発展のため、知恵を絞り創意と工夫をもって邁進

して参る所存ですので、従来同様、皆様方の御支援を賜りますようお願い申し上

げ、会長就任のご挨拶とさせて頂きます。 
 
どうもありがとうございました。 
 

以上 


